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1. 骨子 
 カーボンリサイクルをめぐる動向 
世界 
・2023/11/30-12/13：ＣOP28 開催＠アラブ首長国連邦、ドバイ 
・2023/07：ELV（End of Life Vehicle）規則案公表（欧州委員会） 
・2024/04：プラスチック汚染条約を採択する政府間交渉委員会（INC）＠カナダ、オタワ 
・2024 年度に関する報告から CSRD（Corporate Sustainability Reporting Directive）が義務化 
日本 
・2023/05：GX 推進法成立 
・2023/06：「カーボンリサイクルロードマップ」改定 
・2023/12：産官学パートナーシップであるサーキュラーパートナーズ立上げ 
・2024/05：「脱炭素成長型経済構造への円滑な移行のための低炭素水素等の供給および利用の促進
に関する法律案」（水素社会推進法案）及び「二酸化炭素の貯留事業に関する法律案」(CCS 事業法
案)が閣議決定 
・2024/07：GX 推進機構が業務開始 
 
 カーボンリサイクルファンド（CRF）の役割・進捗 
＊カーボンリサイクルファンド（CRF）の役割； 

地球温暖化問題と世界のエネルギーアクセス改善の同時解決に向けて、広報活動、研究助成活
動、政策提言等を通じてカーボンリサイクルに資するイノベーション創出及び社会実装支援を行う
ことをミッションとして 2019年 8 月に設立し今年で 6年目を迎える。 
＊2023～2024年 7月活動進捗抜粋； 

・研究助成活動：2024年度は 104 件の応募から 14件（スタートアップ 3件含む）を採択。2020 年
から 2024 年度までの 5年間で総額 4億 3,000 万円を助成。 
・カーボンリサイクル社会実装ワーキング 

2022年度：①広島県竹原市にて実施。 
2023年度：②福岡県大牟田市にて実施。 

        ③山形県酒田市にて開始、現在も継続中。 
・カーボンリサイクル大学：2021 年度から会員各社の将来のカーボンリサイクルを担う人材を対象
に研修を実施。2023 年度は 19 名が参加。 
・一般向け理解普及活動： 

① カボリサ物語（漫画）：「循環炭素社会」が当たり前になっている 2222 年の高校生カーボと
リサ、ニンジャウル（Ninja owl）サスケが 2022年近傍にタイムワープし、イノベーション
創出の取組や関係者の熱意に触れていくストーリー。2023 年度末にはサプライチェーン構
築に目を向けた総合商社編、2024年７月には英語 webサイト用に英訳版をリリース。 

② イベント「バスボムを作って二酸化炭素を知ろう」：一般財団法人高度技術社会推進協会
（TEPIA）の協力の下、春休み実験教室を開催。 
 

・トップリーダー発信 
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2023年 5 月：第 8回 STI フォーラムにて福田会長（当時）がビデオ登壇しスピーチ。 
2023年 10 月：カーボンリサイクル産学官国際会議にて満岡会長がスピーチ。 
2024 年 2 月：スマートエネルギーWeek にて江口幸治副会長（当時）が「循環炭素社会実現に向け
たカーボンリサイクル展望と課題」と題してプレゼンテーション。 
・CO2 吸収源活動 
2023 年 4 月に植林活動として発足。2023 年 6 月には埼玉県にて早成桐の植林イベント開催。2024
年度より CO2吸収源活動と改称。2023年度においては 3回のCO2吸収源検討会を実施（①グリー
ンカーボン②ブルーカーボン③バイオ炭）。 
・スタートアップとのマッチング機会創出 
2024年 5月：マッチングイベント「炭素循環で未来を創る！ オープンイノベーションのための異分
野交流２０２４」を（公財）名古屋産業科学研究所 中部 TLO、東京理科大学 研究推進機構 総合研
究院 カーボンバリュー研究拠点との共催で開催。 
 
 カーボンリサイクル社会実装促進に向けた提言 
① イノベーションの促進 
国：民間への強力かつ継続的支援を期待。 
CRF：2050 年カーボンニュートラルに向けてスタートアップとの連携を含めた産業間連携やオープン
イノベーションの最大限活用。 
② CO2 バリューチェーンの構築 
国：製品・サービスのプレミアム化やインセンティブ付けに係る省庁横断施策の促進を期待。 
CRF：社会実装を通じてカーボンリサイクル技術・製品の意義や役割を確立し、CO2 価値付けにつなが
る CO2バリューチェーン構築を推進する。CO2供給者と利用者がともに CO2由来製品としての出口戦略
を共有していく。 
③ 地方創生との連動・グローバル市場への展開 
国：CO2バリューチェーン事例創出支援の強化を期待。 
CRF：地方自治体との連携による地域循環システムの検討。特に農林水産業の活性化を目指す。 
④ 人材育成 
国：カーボンニュートラル・カーボンリサイクルに関する学校教育での取り込みを期待。 
CRF：広報活動等を通じて国民への普及・理解の醸成に努力。 
 
 まとめ 
2024 年 7 月から GX 推進機構が業務を開始するなど 2050 年カーボンニュートラルに向けて着実に進
みだしている中、CO₂を資源として活用していくカーボンリサイクルの重要性が高まっている。日
本だけでなく世界のカーボンニュートラル実現に向けて CRF は広報活動・研究助成活動・吸収源活
動・社会実装ワーキング等を通じて、産学官連携に引き続き尽力するとともに海外との連携も視野
に循環炭素社会の実現に向けて主要な役割を果たしていきたいと考える。 
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2. カーボンリサイクルをめぐる動向                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                
世界ではロシア・ウクライナ戦争の終結が見えず、2023 年 10 月にはイスラエルがパレスチナ自

治区ガザへの侵攻を開始するなど世界情勢は予断を許さない状況が続き、エネルギー資源を特定の
国や地域に依存するリスクが再認識される中、気候変動対策・カーボンニュートラル実現への動き
は留まることなく、2023年 11月 30日-12月 13日にはＣOP28がアラブ首長国連邦のドバイにて開
催され、エネルギーシステムにおいて化石燃料からの移行をこれからの 10 年間で加速させ、2030
年までに世界全体の再生エネルギー発電容量を 3 倍に拡大させること、CO₂排出削減対策の取られ
ていない石炭火力の段階的削減に向けた努力を加速することが合意文書に盛り込まれ、世界全体の
進捗を評価するグローバル・ストックテイクやロス＆ダメージに対応するための基金設立の決定等
がなされた。また、2022 年 3 月に開催された国連環境総会にて決定された 2024 年末までに法的拘
束力のあるプラスチック汚染条約を採択する政府間交渉委員会（INC）も 2024年 4月にカナダのオ
タワで 4回目の開催を迎えた。 
欧州では EU 法に基づき大企業・上場企業に対して各社が直面する社会課題・環境問題に対する

リスクと各社の事業活動が社会に対してどのように影響を及ぼすかについて定期的な報告を求める
CSRD（Corporate Sustainability Reporting Directive）が 2024 年度に関する報告から義務化され、
2009 年制定のエコデザイン指令を強化・代替する方向で持続可能な製品のためのエコデザイン規則
（ESPR）の改訂検討が進んでいる。これは現行指令のエネルギー製品のみならず EU 市場の全製品
（除自動車、食品、飼料、医薬品等）を含み、幅広い持続可能要件を導入するものとなっている。 
また、他の産業に先駆けて車両に関しても欧州委員会は現行の ELV（End of Life Vehicle）指令を強
化・代替する ELV 規則案を 2023 年 7 月に公表した。本案には EU の気候環境目標の達成と域外資
源依存低減のため、設計・製造・廃棄面での循環性の高度化やリユース・リサイクルし易い設計に
することやリサイクル材の最低含有要件などが含まれている。  
日本では 2023年 5月にGX推進法（脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律）

が成立し、クリーンエネルギー戦略等カーボンニュートラルに向けた政策の整備・アップデートが
進み、企業・自治体・アカデミアにおいて取組の具体化が進展している。 

2023 年 6 月に日本政府の「カーボンリサイクルロードマップ」が改定され、カーボンリサイクル
は製品等のサプライチェーン全体でCO2排出を抑制、2050年カーボンニュートラル社会実現に貢献
するキーテクノロジーと位置付けられた。カーボンリサイクル製品（汎用品）の普及開始時期が
2040 年頃に前倒しとなり、カーボンリサイクルによる CO2循環利用ポテンシャルを 2050 年時点で
約 2億～1 億トンと試算された（日本国内利用されるカーボンリサイクル製品相当）。 
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図 1.  経済産業省 「カーボンリサイクルを拡大していく絵姿」 

出典：経済産業省 Web サイト 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.  経済産業省策定 エネルギー起源 CO2量見込み 
出典：経済産業省 Web サイト 

 
また、廃棄物・気候変動問題等の環境制約に加え、資源需要と地政学的なリスクを背景に資源の

循環的な利用による付加価値の最大化を図る循環経済の移行が喫緊の課題となっており、経済産業
省では 2023年 3月の策定した総合的な政策パッケージである「成長志向型の資源自立経済戦略」に
基づき、12 月に産官学のパートナーシップであるサーキュラーパートナーズを立ち上げた。本パー
トナーシップでは 2030 年・2050 年を見据えた循環経済へのビジョンやロードマップの策定、情報
プラットフォームの立上げ、地域循環モデルの構築を目指す取り組みとなっている。 
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更にＧＸリーグも 2023 年度から本格的な活動を開始し、2025 年度・2030 年度の排出削減目標の
公開や自主的な排出量取引も始まった。2024 年 2 月には GX 経済移行債の初入札が実施され計 1.6
兆円が発行され、10 年間で 20 兆円発行され官民合わせて 150 兆円の脱炭素投資の呼び水になるこ
とが期待されている。2023年2月に成立したGX推進法に基づき民間企業のGX投資への金融支援、
化石燃料賦課金等の徴収、排出量取引制度（排出枠の割当・入札等）を実施する GX 推進機構を設
立し 2024 年 7 月から業務を開始した。 

2024 年 5 月には「脱炭素成長型経済構造への円滑な移行のための低炭素水素等の供給および利用
の促進に関する法律案」（水素社会推進法案）及び「二酸化炭素の貯留事業に関する法律案」(CCS
事業法案)が閣議決定され、これによりカーボンリサイクルに不可欠な水素の供給拡大に向けた措置、
CCS 事業者の事業環境を整備するための各種規制が整備されることとなった。 

 

3. カーボンリサイクルファンドの役割・進捗 
CO2 を含む炭素化合物の多くは本来、生命を含む地球システムの維持に必須な基本物質である。

例えば、厳しい宇宙環境から地球環境を守っているのは CO2 を含む温室効果ガスであり、植物は

CO2 を原料に炭素化合物を合成して自然に供する役割を担い、また、私たち人を含めた生物の体は

炭素を骨格にした物質で成り立ち、大気・陸・海を含めた地球全体での炭素循環システムが成立し

ている。 
 

 
図 3.  地球の炭素循環モデル 

出典：国立環境研究所地球環境センター資料等からカーボンリサイクルファンド作成 
 
私たちが志向すべきは、1.5℃目標の実現及びその先にある真に持続可能な社会経済システムの構 
築であり、そのためには、CO2 を厄介者扱いにするのではなく資源として循環・活用するという

考え方に立脚した「循環炭素社会」の構築を通じて地球の健康を取り戻し、維持していくことであ
ると考えている。この包括的概念のもと、社会・経済の活動から派生する CO2 の把握・回収、再生
可能エネルギーの開発・導入やライフスタイル変革を含めた抜本的なエネルギー転換、コンクリー
トや化学品など社会・経済に不可欠な物質や高付加価値品への転換および農林水産業などの自然の
力を借りながら吸収・貯蔵を通じた CO2 固定化・資源化や高付加価値品への転換とこれらの市場形
成、CCS・水素を含めた CO2バリューチェーン全体を見据えた統合的取組の促進が不可欠である。 
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図 4.  循環炭素社会実現に向けた CO2バリューチェーン 
出典：カーボンリサイクルファンド資料 

2019 年 8 月に 15 法人の社員が設立したカーボンリサイクルファンド（CRF）は、地球温暖
化問題と世界のエネルギーアクセス改善の同時解決に向けて、広報活動、研究助成活動、政策
提言等を通じてカーボンリサイクルに資するイノベーション創出及び社会実装支援を行うこと
をミッションとしている。カーボンリサイクルをキーワードにカーボンニュートラル、さらに
は「循環炭素社会（Sustainable Carbon System）」の実現に取り組むステークホルダーが連携す
るプラットフォームおよび取組の潤滑油であることを CRF の存在意義においている。 
設立後 5 年を経て CRFに賛同・参画する会員数は 214（法人会員 143、自治体会員 19、学術

会員 28、個人会員 30；２０２４年１０月時点）となり、日本政府が掲げる「2050 年カーボン
ニュートラルに伴うグリーン成長戦略」の肝であるカーボンリサイクル政策を民間ベースで実
践する基盤を担っている。 

 
 【進捗例：研究助成活動】 

CRFは、研究助成活動として、アカデミア・企業・スタートアップのカーボンリサイクルに
係る独創性や革新性に優れた研究開発を支援し、次のステップである実証試験や社会実装に
向けたサポートを行っている。具体的にはカーボンリサイクルに係る幅広い分野；CO2 分
離・回収、燃料や化学品への転換、鉱物化、社会科学に関する研究、CO2 吸収源に関する研
究（土壌、森林、ブルーカーボン、生物利用、農林水産）、水素製造、ジオエンジニアリン
グ、機能性材料、医療分野応用などを対象に、研究者個人又は研究チームに研究助成を行っ
ている。 
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図 5.  カーボンリサイクルファンド研究助成活動概要 
出典：カーボンリサイクルファンド資料 

 
2020 年度から 2022 年度までの 3 年間で、延べ 165 件の応募から合計 40 件（スタートアッ
プ 3 件含）、2023 年度は 87 件の応募から 17 件（スタートアップ 3 件含）、2024 年度は 104 
件の応募から 17 件（スタートアップ 3 件含）を採択した。2020 から 2024 年度までの 5 年
間で総額 4 億 3,000 万円を助成している。 
 

 
図 6.  研究助成の応募・採択件数と助成金額の推移 

出典：カーボンリサイクルファンド資料 
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図 6.  カーボンリサイクルファンド研究助成活動採択案件一覧 

上：2024 年度 下：2023 年度 
出典：カーボンリサイクルファンド資料 

 
採択例の中から、NEDO 研究助成やグリーンイノベーション基金等の国プロジェクト助成
選定につながる事例が 8 件、民間との共同研究につながる事例が 3 件となった。また、2 件
が 2022 年度より開始された広島県独自の助成制度「HIROSHIMA CARBON CIRCULAR 
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PROJECT」につながったほか、研究成果をもとにスタートアップ企業を設立した事例もあ
る。 

 

図 7．カーボンリサイクルファンド研究助成の成果例 
出典：カーボンリサイクルファンド資料 

 
 【進捗例：カーボンリサイクル社会実装ワーキング】 

CRF は、CO2 排出者と潜在的な CO2 需要者を繋ぎ、地域の強みを活かしたカーボンリサ
イクル社会実験→社会実装の機会を模索するワーキンググループ活動を推進している。 
2022 年度は広島県竹原市でのワーキングを実施した。広島県及び広島県竹原市に事業所を
保有する会員企業だけでなく、地元企業や自治体関係者も参加して「竹原モデル」の構築を
議論した。本 WG にて出席した CRF 会員・地元企業がマッチングし、PJ を組成して、広島
県カーボンリサイクル関連技術研究開発支援補助金への採択に繋がった例も報告されている。 

このモデルを他の地域にも展開して同様のワーキングを実施し、カーボンリサイクル技術の
社会実装の具体化につなげるため、2023 年度は福岡県大牟田市と山形県酒田市において社
会実装ワーキングを開催した。 
 大牟田市においては、大牟田における CCU普及可能性についての CRF会員、地元企業、
自治体関係者が出席し、大牟田市で排出されているCO2量（供給ポテンシャル）と周辺自治
体を含む地域で利用される燃料などをカーボンリサイクル製品で置き換えたときの CO2 量
（需要ポテンシャル）を比較した。その他、大牟田市の地域特性などを出席者間で共有・協
議し、ワーキングの結論として、どのようなカーボンリサイクル技術が適用できるのかを選
定した。 
酒田市においては 2023 年 11 月より WG を開始した。第 1 回は地元企業・自治体に対して
カーボンリサイクルの理解普及を図ると共に、CRF会員に対しては酒田市の産業・地域特性
を説明し、相互理解を促した。また第 2回は CRFより酒田市の CO2排出量を基にした CO2
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利用ポテンシャルを紹介し、カーボンリサイクルの具体的なイメージ・アイデアの醸成を図
った。本WGにて引き続き検討を進め、より具体的なカーボンリサイクルモデル構築を目指
した体制構築を進めていく。 

図 8.  CO2バリューチェーン構築ワーキング概略 
出典：カーボンリサイクルファンド資料 

 
図９ 第 2 回酒田 WG・エクスカーションの様子 
 

 
 【進捗例：カーボンリサイクル大学 ～「循環炭素社会」実現を担う若手育成プログラム～】 
カーボンニュートラルを志向する研究開発やその事業化は、技術開発のみならず、新技術の社会
実装を後押しする人が求められるため、そのためには実務者が社会課題を自分ごと化して自発的
に行動しながら周囲を巻き込み、協働の輪を広げていくことが必要である。CRFは、会員各社に
おいて将来中核となることを期待される社員を対象に、さまざまな考え・価値観をもつ組織・人
と協働してアイディアを実践していく際に重要となるスキルやマインドセットを、有望スタート
アップ経営者や同志の仲間と議論を通して身につける「カーボンリサイクル大学」を 2021 年度
から展開している。 

第 3 期となる 2023 年度は、会員企業等から選定された若手 19 人が(株)ユーグレナのバイ
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オ燃料製造実証プラントの見学を行い、自らの目と耳でカーボンリサイクルの実際を学んだ。
その後、チーム毎に分かれて各チームにベンチャー企業も伴走し、チーム及び自身の熱い
「思い」を持って課題を設定し、学んだ周囲を巻き込む力を利用しながら一次情報の取得を
重ね、ワークショップの集大成として新たな仲間を得るためのプレゼンを行ってもらった。
各チームのテーマは「特定エリアでの炭素循環モデル事業」、「既存インフラを活用した家庭
から行う循環モデル検討」、「DAC の未踏領域への適応検討」「海を舞台にしたビジネス化」
となる。さらに、今期の受講生において、CR 大学が修了した後にチームで議論したテーマ
を基に会社に戻ったあとでビジネスプランを具体化し、カーボンリサイクルファンドが主催
するイベントにおいて社外へポスター発表を行った。 

 
 

図１０ カーボンリサイクル大学第 3期の様子（左図：バイオ燃料実証プラント（(株)ユーグレナ）の見
学、右図：ベンチャー企業からの講演チームプレゼンテーション） 
出典：カーボンリサイクルファンド資料 
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図１１  カーボンリサイクル大学第 3 期の様子（上図：チームプレゼンの様子、 下図：修了後集合写真
及び修了書授与） 
出典：カーボンリサイクルファンド資料 
 
 【進捗例：一般向け理解普及活動 ①カボリサ物語 ～デジタルコンテンツ～、②TEPIA】 

若手世代に訴求する重要性を踏まえ、カーボンリサイクルの事例をワクワク感とともに学ぶ
ことができるデジタルコンテンツ「カボリサ物語」を一般向けに制作、シリーズ化に取り組
んでいる。「循環炭素社会」が当たり前になっている 2222 年の高校生カーボとリサ、ニンジ
ャウル（Ninja owl）サスケが 2022 年近傍にタイムワープし、イノベーション創出の取組や
関係者の熱意に触れていくストーリー。CRF Webサイトで公開、サスケは CRF のマスコッ
トキャラクターとして PRの場でも活躍している。2023年度末にはサプライチェーン構築に
目を向けた総合商社編、2024 年７月には英語 webサイト用に英訳版をリリースした。 

 
図１２.  カボリサ物語コンテンツ例とサスケ 
出典：カーボンリサイクルファンド資料 
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また一般財団法人高度技術社会推進協会（TEPIA）の協力の下、TEPIA 先端技術館にて
TEPIA 春休み実験教室としてカーボンリサイクル理解普及を目的としたバスボム制作体験
イベントを開催した。本イベントのタイトルは「バスボムを作って二酸化炭素を知ろう」
であり、参加した小学生の皆さんには実験を通してバスボムのような身近な製品に二酸化
炭素が活用されていることを学んでもらった。 
 

図１３. 春休み実験教室「バスボムを作って二酸化炭素を知ろう」の様子 
出典：カーボンリサイクルファンド資料 

 
 【活動進捗：トップリーダー発信】 

国際的な会議や展示会において、トップリーダーが自らカーボンリサイクルの意義を語り、
協働を働きかける活動を行っている。2023年 5 月に国連本部で開催された第 8回国連 STI
フォーラム（STI; Science, Technology, and Innovation）に福田信夫会長（当時）が High-
level government respondent としてビデオ登壇し、3 分間のスピーチを行った。気候変動へ
の対処及び資源・エネルギー・食料の持続可能な調達等の課題解決に向けて、地球が本来持
っている機能を活かす Sustainable Carbon System を構築する意義を述べたスピーチに対し、カー
ボンリサイクルは極めて重要な技術であるとモデレーターから示唆があった。また、経済産業省
及び NEDO 主催のカーボンリサイクル産学官国際会議（2023 年 10 月）において満岡次郎
CRF 会長がオープニング・セッションでスピーチを行った他、スマートエネルギーWeek 
2024（2月）において江口幸治副会長（当時）が「循環炭素社会実現に向けたカーボンリサ
イクル展望と課題」と題してプレゼンテーションを行い、多くの反響があった。 

 
   図１４.  講演を行う江口副会長（当時）と壇上に整列した満岡会長（最右端） 

出典：カーボンリサイクルファンド資料 
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 【活動進捗：CO2 吸収源活動：理解普及、吸収源を包括したサプライチェーン構築】 

グリーンカーボンやブルーカーボンをはじめとするCO2吸収源は地球規模の循環炭素社会
を築くために重要な役割を果たしている。近年グリーンカーボンやブルーカーボンはカーボ
ンクレジット市場醸成に応じて、重要度が増しているものの、サプライチェーン構築に向け
た出口戦略（バイオマス資源・木材の活用先の多様化）や J クレジット・海外ボランタリー
等の制度設計が完全には進んでおらず、多くの課題が残されているのが現状である。吸収源
活動は上記の背景から 2023 年 4 月に発足した。当初は「植林活動」として運営されていた
が、より広く吸収源を取り扱うことを目的に 2024 年度より吸収源活動と名前を変更した。
本活動は二つの目的に区分され、それぞれの目的に併せたイベント・検討会を実施している。 
 一つ目の目的は理解普及の促進であり、CO2 吸収源に関して CRF 会員や一般の方々への
理解を深めるイベントの開催を企画した。2023 年 6 月には埼玉県東松山市において、５～
６年で成木する早成桐の植林イベントを開催した。本イベントを通して CRF 会員・地域の
方々と共に植林を体験し、植林の概要と共に、CO2 吸収だけではないコベネフィット（防災
や生物多様性等）に関する理解を深めた。 
 二つ目の目的はCO2吸収源の市場醸成に向けたルール作りであり、本目的達成に向けて、
CO2 吸収源検討会を定期開催している。本検討会は吸収源に関するカーボンクレジットの活
用やサプライチェーン構築を進めるうえでの課題や展望の共有を目的としており、2023 年
度において 3 回開催しており、第一回はグリーンカーボン、第二回はブルーカーボン、第三
回はバイオ炭をトピックとして議論を行った。例えば第二回のディスカッションでは①ブル
ーカーボンはCO2吸収ならびにクレジット創出だけでなく、水産資源の改善や漁業振興・観
光資源創出などの多くのコベネフィットを享受できるメリットがある、一方で②今後のブル
ーカーボンの推進のための大きな課題の一つにクレジット創出の為のCO2吸収量測定の効率
化が挙げられ、現状の測定はダイバーやドローンを用いるコストが高く、クレジットの創出
ができても収益性が低い事例がある、といった議論がなされた。 
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 【活動進捗：会員間および会員と研究者・スタートアップとのマッチング機会創出】 

カーボンニュートラル達成のためには、CO2 の発生源から回収・輸送・利用・貯蔵までの
CO2 バリューチェーンの構築が重要であり、業種を超えた連携が不可欠である。また、カー
ボンリサイクル技術の社会実装のためには、イノベーションを創出する研究者・スタートア
ップと資金力のある企業とをつなぐことが重要である。CRFでは、会員企業間のマッチング
創出の場を提供することを目的として、カーボンリサイクルサロンを定期的に開催し、カー
ボンリサイクルに係る会員間の情報共有とネットワーキングの促進を図っている。また、研
究助成活動に関連して毎年 9 月に成果報告会を開催し、研究者と会員企業との交流の場も設
けている。 

図１５.  成果報告会 講演セッション（左）およびポスターセッション（右） 
出典：カーボンリサイクルファンド資料 

また、2024 年 5月には、（公財）名古屋産業科学研究所 中部 TLO、東京理科大学 研究推進
機構 総合研究院 カーボンバリュー研究拠点と共催での研究者・スタートアップと VC 等の
アクセラレータとのマッチングイベント「炭素循環で未来を創る！ オープンイノベーショ
ンのための異分野交流２０２４」を開催した。イベントでは 20 の研究者・スタートアップ
が出展し、10のアクセラレータ・170名を超える来場者が参加した。今後もイノベーション
の社会実装を推進するため、このようなマッチングの場を積極的に提供していく。 

図１６.  マッチングイベント招待講演（左）およびスタートアップ展示（右） 
出典：カーボンリサイクルファンド資料 
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4. カーボンリサイクル社会実装促進に向けた提言 
 CRF は会員とともに引き続きイノベーションを起こすべくカーボンリサイクルの技術開発及びその社
会実装に率先して取り組み、早期の循環炭素社会の実現を目標とする。それには下記の４つが重要であ
ると考える。 

イノベーションの促進  
・国においては、産業界の GX の動きを支え、加速化させるための支援上積みを含む施策の充実及
び意欲高く率先して取り組む民間への強力かつ継続的支援を期待する。 
・CRF会員においては、2050年カーボンニュートラルの実現を志向した成長戦略の策定と実行、カ
ーボンリサイクル技術・製品の開発・実証・社会実装の加速及びこれらへ投資の拡大、その実行を
支えるべく、スタートアップとの連携を含めた産業間連携やオープンイノベーションの最大限活用、
「GX 実現に向けた基本方針」等、国が主導する施策実行支援の活用をしていく。 

 
CO2バリューチェーンの構築  
・国においては、日本の国際競争力の維持・向上につなげるべく CO2 バリューチェーンを活用した
製品・サービスのプレミアム化やインセンティブ付けに係る省庁横断施策の促進を期待する。具体
的には下記に例示する。 

① CO2分離回収・利用に係るデータの取得・蓄積を通じた定量的な評価の促進と LCA を踏ま
えた CO2 フローの可視化促進、加えて、カーボンリサイクル実装に伴う効果や影響の全体
最適化の志向。 

② 排出権取引・炭素税・炭素価格設定などインパクトの大きい社会構造変革に関する議論の
活性化と産業間の公平性を保つ統一的制度の整備・早期実行。インセンティブ付与（45Q
のような税制優遇、値差補填等）、投資判断の為の予見性を高める政策（公平な国民負担、
サプライチェーン構築）、需要側へのインセンティブ付与（CR マーク等） 

③ 海洋や植物など CO2 吸収源の評価や国際ルール作りの積極的展開。そのベースとなる小ス
ケールでのボランタリークレジット枠組への支援。 

・CRF 会員においては、社会実装を通じてカーボンリサイクル技術・製品をその意義や役割を確立
する。カーボンリサイクル技術・製品の理解促進及び普及を図り、CO2 価値付けにつながる CO2 バ
リューチェーン構築を推進する。そのキーテクノロジーとなる CO2 分離・回収周りの取組充実を図
るとともに、CO2供給者と利用者がともに CO2由来製品としての出口戦略を共有していく。 
 
地方創生との連動・グローバル市場への展開  
・国においては、民間と地域協業によるCCSや水素供給を含むCO2バリューチェーン事例創出支援
の強化を期待する。 
・CRF 会員においては、地方自治体との連携を通じて地域の強みや特長を活かした地域循環システ
ムの検討をしていく。特に CO2 吸収源に資する産業としての農林水産業の活性化を目指す。例とし
て、早成樹植栽や CO2 利用コンクリートによる魚礁設置など。また、ライセンスビジネスを含めた
グローバル市場への展開を模索する。特にアジア各国へのカーボンニュートラル技術導出によって
カーボンリサイクルを日本の成長産業として拡大する流れを生み、アジア圏のカーボンニュートラ
ルに貢献していきたい。 
 
人材育成 
・国においては、2030-2050 年にカーボンニュートラル及びカーボンリサイクル実践を担う人材の
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育成のため学校教育での取り込みを期待する。 
・CRF も会員と一緒に若手中心の CR 大学や広報活動などを通じてカーボンニュートラル及びカー
ボンリサイクルが社会に普及するための国民理解の醸成に努力していく。 

5. まとめ 
2024 年４月には今後 10 年間で官民合わせて 150 兆円超のＧＸ投資を実現するため GX 推進

機構が認可され 7 月から業務を開始し、5 月には水素社会推進法案と CCS 事業法案が閣議決定
されるなど 2050 年カーボンニュートラルに向けて着実に進みだしている中、CO₂を資源として
活用していくカーボンリサイクルの重要性が高まっている。日本だけでなく世界のカーボンニ
ュートラル実現に向けて CRF は広報活動・研究助成活動・吸収源活動・社会実装ワーキング等
を通じて、産学官連携に引き続き尽力するとともに海外との連携も視野に循環炭素社会の実現
に向けて主要な役割を果たしていきたいと考える。 

 
 

以 上 

 


